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研究成果の概要（和文）：本研究では、新たな TFPmeasure の計測を試み、そもそも生産性の高

い企業が産業から退出しているかどうか、従来型の TFP と比較しながら分析を行った。その結

果、事業所間の TFP 格差は、伝統的な TFP 指標である収入ベースの TFP（TFPR）よりも、物的

TFP（TFPQ）の方が大きく、また事業所間 TFP格差の持続性は高いことがわかった。物的産出量

と価格の間には負の相関関係が観察された。このことは事業所が、右下がりの需要曲線に直面

していることと、伝統的な TFP指標は需要ショックの影響を受けていることを示唆している。 

 
研究成果の概要（英文）：I and co-authors construct physical output based TFP (TFPQ) 
measures using data from the Census of Manufactures. We find that productivity differences 
among business establishments using TFPQ are larger than those using the traditional 
revenue-based TFP measures (TFPR). The negative correlation between physical output and 
output prices implies that establishments are facing a downward demand curve and the 
traditional measures of TFP are affected by idiosyncratic demand shocks.  
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１．研究開始当初の背景 

 生産性上昇は、尐子化、高齢化によって労

働人口が減尐する今後の日本における主要

な経済成長の源泉である。また、生産性は、

物的資本、人的資本の収益率に影響を及ぼし、

設備投資、教育投資の動向を左右する肝要な

指標である。2000年に入ってから最も注目さ

れている生産性に関する研究は、Hayashi and 

Prescott(2002)の議論であろう。彼らの主張

は、生産性低下が日本の長期停滞を招いたと

いうものであるが、マクロモデルとそれに基

づいたマクロ変数の実証に依拠した議論で
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あり、その背後にある企業行動や、産業構造

やその動態については、十分な説明がなされ

ていない。こうした問題については、すでに、

西村・中島・清田 (2002) や Fukao and 

Kwon(2006)らが、『企業活動基本調査』を用

いて、企業の参入・退出行動や産業間の移動

を考慮することによって、マクロレベルで計

測された生産性が大きく左右されることを

実証している。以上を踏まえると、日本経済

の持続的発展を考える上では、マイクロデー

タに基づく、企業行動の方向性に関する研究

が必須である。 

 
２．研究の目的 

 企業の参入・退出行動が経済の成長に大き

な影響を与える可能性があることについて

は、先に示した先行研究により実証されてい

る。そうした分析において、いわゆる生産性

の高い企業が退出し、生産性の低い企業が産

業内に滞留するという負の退出効果がある

ことが示されているが、その要因については

検証されていない。本研究では、新たな

TFPmeasure の計測を試み、そもそも生産性の

高い企業が産業から退出しているかどうか、

従来型の TFPと比較しながら分析を行う。具

体的には、従来型の TFP は個別企業の名目産

出額を産業別のデフレータで割った値を実

質産出額として利用しているが、このような

方法をとると TFPに需要ショックが混在する

可能性があるため、出荷数量と出荷金額を利

用した新たな物的 TFPを計測し、企業の成長、

参入・退出要因の再推計を行う。 

 
３．研究の方法 

まずは『工業統計調査』を利用し、物的 TFP

の計測を試みる。Foster, Haltiwanger, and 

Syverson (2008)では、製品差別化の尐ない

製造業企業における 11 の財について、物的

な TFPを計測し、これを従来型の（通常の）

TFP と比較しながら、参入・退出行動を分析

している。本研究では、工業統計表の品目編

において出荷数量と出荷金額について数値

が得られることから、新たな TFPmeasure で

ある物的 TFP（TFPQ)を計測し、それと製品価

格の関係、需要ショックの影響などを分析す

る。そして、従来の参入・退出分析の結果と

比較し、企業の成長要因の再推計を行う。 

 
４．研究成果 

 本研究では、研究の方法で示したように

Foster, Haltiwanger, and Syverson (2008)

（以後、FHSと示す。）にならい、工業統計調

査を利用して、TFPQを計測した。この指標を

使って需要効果を抽出するとともに、企業の

新陳代謝がどの程度技術的な効率性の要因

によるか、需要要因の影響はどの程度かを再

考した。結果は以下の通りである。 

（1）FHSと同様、物的産出量は、産出価格と

負の相関性を有している。このことは、事業

所が右下がりの需要曲線に直面しているこ

とを示している。 

（2）こうした需要要因を取り除いた純粋に

技術的な効率性指標である物的 TFP (TFPQ)

は、従来の TFPよりも、変動が大きく、従来

の TFPと同様、企業間格差は持続的であるこ

とを確認した。 

（3）参入企業の TFPQは、既存企業よりも必

ずしも高くはないが、参入後に生産性が上昇

する Learning by doing の効果が見られる。

これは、川上・宮川 (2008)と整合的である。

また、需要要因の低下は、退出確率を高める。 

（4）技術的な効率性に焦点をあてた生産性

変動要因の分解では、純参入効果は大きくな

り、内部効果は縮小する。この点は、従来の

日本での分析と対照的な結果である（以下の

表を参照）。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の結果から、純粋に技術的な効率性に着

目すれば、事業所間の生産性格差は、これま

で以上に大きく、技術的要因による参入・退

出は供給サイドの生産性変動の最も重要な

要素である。したがって本研究の結果は、技

術的に優位性のある新規企業の参入を促し、

これを育成していく政策の妥当性をこれま

で以上に裏付けるものとなっている。同時に、

本研究では需要要因が生産性変動や退出行

動に深く関わっている事を示しており、どの

ような産業に需要を配分していけばよいか

ということが、経済全体の生産性の向上に大

きな影響を与える可能性を示唆している。 
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